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Ⅰ 平成２０年度中間期業績と平成２０年度業績予想

　

中期経営計画戦略体系と定量目標 ２２

　ソリューション戦略実現に向けた

　　　　　　　　　　　　渉外体制の定着化 　　　　　　　　　　 ２３

　店頭営業強化プロジェクトの展開 ２４

　個人ソリューション戦略

　　　① 資産運用・資産形成ニーズへの対応 ２５

　　　② ライフイベント別資金ニーズへの対応 ２６

　法人ソリューション戦略

　　　① 推進体制　　　　　　　　 ２７

　　　② 中小企業への取り組み事例 ２８

　地域ソリューション戦略

　　　① 地域経済活性化への取り組み ２９

　　　② 地域経済活性化への取り組み事例　　 ３０

　西東京ブロック戦略

　　　① 戦略の概要　　　　　　　　　　　　　　　 ３１

　　　② 店舗展開　　　　　　　　 ３２

　　 ③ 収益性　　　　　　　　　 ３３

　　　④ 貸出金推移　　　　　　 ３４

　郡内地域戦略

　　　① 戦略の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　３５

　　　② 貸出金推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　３６

　連携・共同化戦略 ～ 地方銀行の広域連携 ３７

　次期システム移行への対応 　　　　　　　　　　　　　 　 ３８

共同研究による融資支援システムの開発 ３９
　

Ⅲ 中期経営計画‘‘Evolution2010Evolution2010’’

山梨県の経済 　　　　　　

　　① 景気動向・県内総生産額・経済成長率　　　 １８

　　 ② 製造品出荷額等の推移・新技術への取組み　１９

　　③ 主要プロジェクト　　　　　 　　　　　 ２０

Ⅱ 県内経済の動向
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■ 会社概要（２００８年９月末現在）

・ 創業 １８７７年（明治１０年）４月
・ 設立 １９４１年（昭和１６年）１２月
・ 本店所在地 甲府市丸の内１丁目２０番８号
・ 資本金 １５４億円
・ 従業員数 １，６４４人
・ 営業店舗数 本支店・出張所９２

（山梨県内７７、東京都内１５）
海外駐在員事務所１（香港）

当行は、地域に根ざし、地域社会の繁栄と経済発展に寄与するとともに、お客さまから信頼して　

いただける健全な経営姿勢を堅持し、経営内容の充実に努めてまいります。

本店

「地域密着と健全経営」

＜経営理念＞

当行プロフィール当行プロフィール



－ 4－

ⅠⅠ 平成２０年度中間期業績と平成２０年度中間期業績と
　　　　　　　　　　 平成２０年度業績予想平成２０年度業績予想

Ⅰ平成１９年度決算概要と平成２０年度業績予想



－ 5－

20/9期 19/9期

業 務 粗 利 益 20,904 22,098 △ 1,194 ( △ 5.4 )

資金利益 18,744 19,311 △ 567 ( △ 2.9 )

役務取引等利益 2,291 2,649 △ 358 ( △ 13.5 )

その他業務利益 △ 131 137 △ 268 ( △ 195.6 )

(国債等債券５勘定尻) △ 205 55 △ 260 ( △ 472.7 )

13,657 13,398 259 ( 1.9 )

105 374 △ 269 ( △ 71.9 )

7,140 8,324 △ 1,184 ( △ 14.2 )

7,452 8,644 △ 1,192 ( △ 13.8 )

△ 1,756 △ 665 △ 1,091 ( △ 164.1 )

うち不良債権処理額（△） 734 1,720 △ 986 ( △ 57.3 )

うち株式等関係損益 △ 691 851 △ 1,542 ( △ 181.2 )

5,384 7,659 △ 2,275 ( △ 29.7 )

△ 115 △ 186 71 ( 38.2 )

5,268 7,472 △ 2,204 ( △ 29.5 )

1,673 2,776 △ 1,103 ( △ 39.7 )

217 757 △ 540 ( △ 71.3 )

3,377 3,938 △ 561 ( △ 14.2 )

前年同期比（％）

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経　費（△）

業 務 純 益

中 間 純 利 益

臨 時 損 益

経 常 利 益 

特 別 損 益

税引前中間純利益

法人税、住民税及び事業税（△）

法人税等調整額（△）

（単位：百万円、％）

資金運用収益 22,600 △ 1,444 ( △ 6.0 )

貸出金 15,911 157 ( 1.0 )

有価証券 5,955 △ 263 ( △ 4.2 )

ｺｰﾙﾛｰﾝ 等 732 △ 1,337 ( △ 64.6 )

資金調達費用 3,855 △ 877 ( △ 18.5 )

預金等（含むNCD) 3,326 560 ( 20.3 )

ｺｰﾙﾏﾈｰ 等 529 △ 1,438 ( △ 73.1 )

18,744 △ 567 ( △ 2.9 )

前年同期比（％）

合計

20/9期（百万円、％）

コ
ア
業
務
純
益

7,452
8,111

7,3627,432
8,644

0

3,000

6,000

9,000

12,000

16/9期 17/9期 18/9期 19/9期 20/9期

(百万円）

平成２０年度中間期損益概況平成２０年度中間期損益概況

（百万円） ボリューム要因 利回り要因

資金運用収益 22,600 △ 1,444 515 △ 1,959

資金調達費用 3,855 △ 877 88 △ 965

資金利益 18,744 △ 567 427 △ 994

20/9期 前年同期比

　
　
　
　

資
金
利
益　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
差
異
要
因
）
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貸出金残高推移（全体・山梨県内）　

　総貸出金残高は前年同期比７６０億円の増加（＋５.２％）、山梨県内貸出金は１４１億円の増加（＋１.６％）
　個人は前年同期比５７億円減少（△１.４％）、事業先は２３８億円増加（＋２.７％）、国・地公体は５８０億円増加（＋３３.３％）

9,135 8,957
8,936

3,992 4,032

2,3192,4261,7391,672 1,555 2,187

8,687
8,946 8,925

4,059

4,053 4,0024,070

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9

（億円）

6,655

8,5918,9408,450
8,860 8,546 8,721

6,473 6,485
6,0365,9985,940

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9

（億円）

マーケット別残高推移　

15,194

貸出金の状況貸出金の状況

山梨県内

県 外

個 人

合 計

事業先

国・地公体

合 計

14,48614,54414,800

15,425 15,246

＋760

15,194
14,48614,544

14,800
15,425 15,246

＋760
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　総預金残高は前年同期比３２３億円の増加（＋１.３％）、山梨県内預金は４２８億円の増加（＋２.１％）
　個人預金は５７７億円増加（＋３.５％）、法人預金は２４８億円減少（△４.９％）、 地公体等預金は６億円減少（△０.２％）

3,293 3,161

19,722 20,021 20,033 20,328 20,537
20,756

3,2663,3843,4863,367

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9

（億円）

15,929 16,028 16,231 16,476 16,806
17,053

4,963 5,141 5,038 5,030 4,889 4,782

2,197 2,338 2,148 2,088 2,135 2,082

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9

（億円）

マーケット別残高推移　預金残高推移（全体・山梨県内）

23,089

預金の状況預金の状況

山梨県内

県 外

合 計

個 人

法 人

合 計

地公体等

＋323

23,507 23,417 23,594 23,830 23,917 23,089
23,507 23,417 23,594

23,830 23,917

＋323
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県内預貸金シェア県内預貸金シェア

県内預金シェア（２０／９） 県内貸出金シェア（２０／９）

　　　　県内預金シェアは４５．７％で前年同月比０．８ポイント上昇

　　　　県内貸出金シェアは３７．６％で前年同月比０．９ポイント上昇

県内預貸金シェア推移 （ゆうちょを除く） 指定金融機関の受託状況（２０／９）

（ゆうちょを除く）

当 行 大手行 信金・信組 Ｊ Ａ
政府系

金融機関他

１９／３ 44.9% 7.6% 32.8% 13.2% 1.5%

預金 １９／９ 44.9% 7.3% 32.4% 13.8% 1.5%

シェア ２０／３ 45.8% 7.3% 31.7% 13.4% 1.6%

２０／９ 45.7% 7.6% 31.4% 13.6% 1.7%

１９／３ 37.1% 8.8% 38.5% 6.4% 9.2%

貸出金 １９／９ 36.7% 9.1% 38.1% 6.8% 9.3%

シェア ２０／３ 38.1% 9.0% 36.7% 7.2% 9.0%

２０／９ 37.6% 9.1% 36.5% 7.6% 9.2%

当行
45.7%

大手行
7.6%

信金・信組
31.4%

Ｊ Ａ
13.6%

その他
1.7%

その他
9.2%Ｊ Ａ

7.6%

信金・信組
36.5%

当行
37.6%

大手行
9.1%

合 計県 市 町 村

１５ ２９

１ １３ １１ ２５

県内の自治体数

当行が指定金融機関を
受託している自治体数

１ １３

県内預貸金シェア県内預貸金シェア
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　　有価証券残高（時価評価前） ８，８４６億円（前年同期比 ＋４０５億円　　＋４．８％）
　　

　　評価損益 　 　　　　　　＋ ２１４億円（ 〃 　　　△４１６億円　△６６．０％）
　　

　　デュレーション 　　　　　　　　 円債　３．４

有価証券残高（時価評価前）の推移 評価損益の推移

691
586

648

510

260 223

87 150

17

△ 45

6

89
9

7
74

114

29

△ 18

-200

0

200

400

600

800

1,000

18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9

（億円）

4,205 4,141 4,067 4,013
3,654 3,574

1,603 1,715 1,573 1,830

1,603 1,838

990 1,137
1,184

1,300
1,803

2,216

496
507

530
504

524577

528268
174

171 180

164

532
669

592
676 578

396

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9

（億円）

債券デュレーションの推移

8,361

20/9 評価損益
外貨建コーラブル債 134 0.4
銀行劣後コーラブル債 49 △ 0.6
証券化商品（国内ABS） 0.8 △ 0.0

合計 185 △ 0.2

仕組債の保有状況(評価前残高) （億円）

国債

地方債

社債

株式

投信等

外債

株式

投信

合計

合計

18/3 18/9 19/3 19/9 20/3 20/9
円貨債券 3.1 3.0 3.1 3.2 3.4 3.4

8,446 8,108
8,441 8,324

8,846 733

678

805

630

380
214

債券

うち変動利付
国債686億円

うち変動利付国債

△35億円

有価証券の状況有価証券の状況

＋405
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利回り･利鞘の状況利回り･利鞘の状況

0.270.250.22
0.13

0.050.010.01

1.131.111.131.11

1.17 1.14 1.13

0.67

0.82
0.75

0.80
0.700.710.72

2.08
2.18

2.11
2.04

1.881.88
1.91

1.321.351.381.36
1.28

1.33
1.26

0.34

0.45
0.41

0.49

0.38
0.43

0.34

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

17上 17下 18上 18下 19上 19下 20上

％

　　貸出金・有価証券利回りの低下、預金利回りの上昇により、総資金利鞘は前年同期比０.０７ポイント低下。

　　コア業務純益の減少によりＲＯＡは低下。当期純利益の回復によりＲＯＥは上昇。

ＲＯＡ（総資産コア業務純益率）の推移利回り・利鞘の推移

貸出金(円貨)
利回り

有価証券
(円貨)利回り

経費率

預貸金利鞘

総資金利鞘

預金(円貨)
利回り

ＲＯＥ（純資産当期純利益率）の推移

0.57

0.58

0.68
0.64

0.77
0.67 0.68

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

17上 17下 18上 18下 19上 19下 20上

4.78

6.40

4.73

5.86

5.59

5.67

1.01

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

17上 17下 18上 18下 19上 19下 20上

ＲＯＡ

ＲＯＥ

当期純利益
純資産(期中平残）

コア業務純益
総資産(期中平残）

（％）

（％）
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3,659 3,908 4,053 4,036

2,020 1,973

2,083 2,033 1,937 1,830

916 870

812
1,215

1,811
1,325

844 532

10.95%
11.36%

12.55%
12.95%

11.20%
11.98%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

16通期 17通期 18通期 19通期 19上 20上

百万円

　　　投信・国債・保険（生保・損保）の手数料収入は前年同期比減少となるも、１９年度下半期と比較すると増加

　　　がん保険・医療保険の販売など、新たな分野で手数料収益増加を図る

役務利益率

7,801

3,3753,780

7,156

半期実績

2,291
20,904

2,649
22,098

役務収益の状況役務収益の状況

7,191

合　計

投信･保険･国債

内国為替振込

貸金庫･ATM
･口座振替ほか

※　役務利益率＝役務利益÷業務粗利益

△405

△312

△46

△47

6,554
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経費とＯＨＲの状況経費とＯＨＲの状況

14,596 14,559 14,342 14,413

7,348

10,743

5,308 5,472

738

7,446

10,238 10,720 10,380

741

1,253 1,226 1,178
1,216

64.69%
60.78%

63.24% 62.58%
59.38% 60.31%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

16通期 17通期 18通期 １９通期 19上 20上

百万円 ＯＨＲ

　　　　２０年度上半期は人件費・物件費ともに前年同期比増加

　　　　コア業務粗利益は前年同期比減少したためＯＨＲは上昇

※ ＯＨＲ＝経費÷コア業務粗利益
　　コア業務粗利益＝業務粗利益－債券５勘定尻

26,506

13,65713,398

26,087 26,37325,900

半期実績

13,657
21,11013,398

22,043

税　金

合　計

物件費

人件費

△3

＋164

＋98

＋259
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13 .51%

11.67%

13.11%

11.99%
11.84%

11.34%

11.11%

12 .91%

12.53%

10.72%

11.22%
11.40%

9.22%

12 .36%

9.88%

11.95%

11.14%
10.65%

9%

10%

11%

12%

13%

14%

16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 20/9

※中核自己資本比率＝税効果相当額を控除した自己資本比率

　　　　高水準の自己資本比率、ＴｉｅｒⅠ比率を維持

自己資本比率の推移 自己資本額の内訳
（単位：百万円）

※１９/３期から新ＢＩＳ基準

２０／９ 20/3比

 TierⅠ（基本的項目） （A） 138,678 2,804

うち税効果相当額 12,328 △ 218

8.88% 0.35%

 TierⅡ（補完的項目） （B） 6,537 △ 105

うち一般貸倒引当金 6,537 △ 105

 控除項目 （C） 73 △ 45

 自己資本額　　　　　　  （A)＋（B）－（C） 145,141 2,954

 リスク・アセット等 1,074,114 △ 10,071

 自己資本比率 13.51% 0.40%

税効果相当額がTierⅠに占める割合

 信用リスク 標準的手法

 オペレーショナルリスク 基礎的手法

新ＢＩＳ採用手法

自己資本比率の状況自己資本比率の状況

自己資本比率

TierⅠ比率

中核自己
資本比率

金利ショック 金利リスク量 TierⅠ＋TierⅡ アウトライヤー比率

99％タイル
232億円

（20/3末比＋27億円）

1,452億円
（20/3末比＋29億円）

16.0%
（20/3末比＋1.6ﾎﾟｲﾝﾄ）

銀行勘定の金利リスクについて（２０/９末）
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与信コストの状況与信コストの状況

与信コスト・与信費用比率の推移

16,153

28,885

4,376 5,137 5,132
2,239 2,111 2,998

13,558

968455
840

0.92%

0.20%0.15%0.16%
0.37%0.36%0.31%

0.07%
0.03%

2.23%

1.25%

0.05%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

（百万円）

　　　１９年度は大口取引先の民事再生法適用申請に伴う引当増加等により、与信コストが一時的に増加

　　　２０年度上半期の与信コストは前年同期比１２億円減少、２０年度通期では９７億円減少の３８億円を見込む

与信費用比率＝与信コスト÷貸出金平残
与信コスト＝一般貸倒引当金繰入＋個別貸倒引当金繰入＋貸出金償却
　　　　　　　　＋債権売却損＋その他

与信費用比率

与信コスト

上半期実績

通期予想

上半期実績

通期予想
0.25％

3,844
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金融再生法開示債権額・比率の推移

金融再生法開示債権の状況金融再生法開示債権の状況

金融再生法開示債権の保全状況

24,633 23,146 19,406
27,841 28,745

49,511 50,167
43,482

48,971 47,228

18,239 20,768

16,710

7,368 10,179

5.39%
5.16%

6.26%6.35%

5.59%

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

17/3 18/3 19/3 20/3 20/9

百万円

86,154
92,383

94,082

　　　不良債権額は２０年３月期比１９億円増加、不良債権比率は０．２０ポイント上昇

　　　担保等による保全率は約９１％を確保（前年同期比４ポイント上昇）

79,599
84,181

86,154百万円
1,540,845百万円

287
469

472
309

101
11

154

153

1,232

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500 億円

金融再生法
開示債権

金融再生法
開示債権

左記債権に
対する保全額
と当行の自己
資本額の合計

左記債権に
対する保全額
と当行の自己
資本額の合計

資本金

担保等による
保全額

個別貸倒引当金

一般貸倒引当金

諸積立金

84,181百万円
1,560,680百万円

861億円

2,330億円

790

保全率

91%

破産更生等
債権

要管理債権

危険債権

不良債権比率

評価換算差額等
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21/3期(予想） 20/3期

業 務 粗 利 益 420 440 △ 20 ( △ 4.5 )

資金利益 376 386 △ 10 ( △ 2.6 )

役務取引等利益 47 49 △ 2 ( △ 4.1 )

その他業務利益 △ 3 5 △ 8 ( △ 160.0 )

(国債等債券５勘定尻) △ 5 3 △ 8 ( △ 266.7 )

267 263 4 ( 1.5 )

5 △ 7 12 ( 171.4 )

157 173 △ 16 ( △ 9.2 )

△ 53 △ 96 43 ( 44.8 )

うち不良債権処理額（△） 32 143 △ 111 ( △ 77.6 )

うち株式３勘定尻 △ 16 44 △ 60 ( △ 136.4 )

93 87 6 ( 6.9 )

60 46 14 ( 30.4 )

前年同期比（％）

当 期 純 利 益

コア業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

経　費 （△）

臨 時 損 益

経 常 利 益 

（億円、％）

役
務
取
引
等
利
益

資

金

利

益　

（
差
異
要
因
）

経　
　

費

平成２０年度業績予想

配

当

金融商品の取扱いにかかる手数料（百万円）

21/3期（予想） 20/3期（実績）19/3期（実績）

 投資信託 609 996 1,290

 国債 102 62 70

 生保 335 216 365

（億円） 21/3期 前年同期比

人件費 144 0

物件費 111 4

税金 12 0

267 4合計

（億円） 21/3期 前年同期比

役務取引等収益 69 △ 2

投資信託 6 △ 3

国債 1 0

生保 3 1

その他 59 0

役務取引等費用 22 0

47 △ 2合計

21/3期 (20/3期)

配当金（年間） 6.00円 (5.00円)

（億円、％） 21/3期 平残差 利回り差

資金運用収益 454 △ 20 ( △ 4.2 ) 15 △ 35

貸出金 320 2 ( 0.6 ) 12 △ 10

有価証券 119 △ 2 ( △ 1.7 ) 5 △ 7

ｺｰﾙﾛｰﾝ 等 13 △ 20 ( △ 60.6 ) △ 5 △ 15

資金調達費用 77 △ 10 ( △ 11.5 ) 2 △ 12

預金等利息 66 8 ( 13.8 ) 1 7

ｺｰﾙﾏﾈｰ 等 10 △ 19 ( △ 65.5 ) 18 △ 37

376 △ 10 ( △ 2.6 ) 13 △ 23

前年同期比（％）

合計
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Ⅱ　県内経済の動向Ⅱ　県内経済の動向

Ⅱ 県内経済の動向と当行の位置付け
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「日本銀行甲府支店」

日 銀 短 観 業 況 判 断 Ｄ．Ｉ．（ 県 内 ）

△ 45

△ 35

△ 25

△ 15

△ 5

5

15

17/3 17/6 17/9 17/12 18/3 18/6 18/9 18/12 19/3 19/6 19/9 19/12 20/3 20/6 20/9 20/12

全産業 製造業 非製造業

予測

「国民経済計算年報」「県民経済計算年報」

県内総生産額・経済成長率の推移

3,141

3,375

3,224

3,193

3,269

3,322

1.6

2.6

3,000

3,050

3,100

3,150

3,200

3,250

3,300

3,350

3,400

13 14 15 16 17 18

（10億円）

△ 6

△ 5

△ 4

△ 3

△ 2

△ 1

0

1

2

3

4

（%）実質県内総生産額（左軸）
県実質経済成長率（右軸）

国実質経済成長率（右軸）

（年度）

① 滋賀 2.83%

② 東京 2.72%

③ 三重 2.38%

④ 愛知 2.33%

⑤ 沖縄 2.24%

⑥ 福島 2.14%

⑦ 山梨 2.04%

⑧ 栃木 1.94%

⑨ 静岡 1.74%

⑩ 大分 1.73%

⑪ 長野 1.64%

1.57%

都道府県ごとの
潜在成長率

「2005-2020年度平均」

平　均

「日本経済研究センター」

「日本経済新聞」

2008.1.3

山梨県の経済山梨県の経済 ①①景気景気動向・県内総生産額・経済成長率動向・県内総生産額・経済成長率
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山梨県の経済山梨県の経済 ②②製造品製造品出荷額等の出荷額等の推移・新技術への取組み推移・新技術への取組み

県内製造品出荷額等の推移

694 800 869 877 867 928

442
522 527

704

789
797 817

826
877

106
114 117 128 129 140458

633

104
9895

9498

98
759

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

14 15 16 17 18 19

（10億円）

 2,239

2,400 2,447
2,559

2,747

2,115

電気機械

その他の

産業

精密機械

一般機械

輸送機械

　　　品　　          目 出荷額 全国シェア 順位

  果実酒 １５０億円 ２８．６％ １位

  貴金属製品 ３７８億円 ２８．０％ １位

  ウェーハプロセス（電子回路形成）用処理装置 １，２５８億円 １５．１％ １位

  ミネラルウォーター １６７億円 ２１．１％ ２位

  その他の産業用ロボット ５６７億円 １４．２％ ２位

  フラットパネル・ディスプレイ製造装置 ７７９億円 １０．５％ ３位

  半導体製造装置部品 ３５９億円 ６．６％ ３位

山梨県の製造業における
新技術への取り組み

クリーンエネルギー
開発拠点の設置

・「ｼｬｰﾌﾟ」と「東京ｴﾚｸﾄﾛﾝ」による
　「薄膜系太陽電池製造装置」量産に向
　けた開発がスタート
・「北杜市」は「新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技術総
　合開発機構（NEDO）」からの委託を受
　け、太陽光発電の実証研究に取り組ん
　でいる。

太陽電池製造・研究

・「山梨大学」は「NEDO」からの研究事
　業の委託を受け、基礎研究に着手
　事業費　７年間で７０億円

燃料電池研究

「経済産業省 工業統計調査」(平成18年確報)

「山梨県工業統計調査」

（年）
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（山梨県都留市）

山梨県の経済山梨県の経済 ③③主要プロジェクト主要プロジェクト

・東京～名古屋：平成３７年（2025年）の先行開業を目指す
・総事業費約５．１兆円（「ＪＲ東海」が負担）
・経済効果最大２１兆円

　（「リニア中央エクスプレス建設促進期成同盟会」試算）

リニア中央新幹線 主要幹線道路網

西関東連絡道路中部横断
自動車道

 圏央道

大月

双葉

長坂

 八王子ＪＣＴ

  あきる野ＩＣ～八王子ＪＣＴ  
  平成19年6月開通 
  埼玉・鶴ヶ島方面  
  関越自動車道に接続（直結） 

 あきる野ＩＣ

長野・佐久方面
上信越自動車道に接続

長野・名古屋方面
長野自動車道に接続（直結）

埼玉・花園方面
関越自動車道に接続

六郷

富沢

中部横断
自動車道

 御殿場ＪＣＴ

吉原

第２東名自動車道

 海老名ＩＣ

中央自動車道

中央自動車道

増穂

甲府

南ｱﾙﾌﾟｽ

富士
吉田

東名高速道路

  六郷ＩＣ～富沢ＩＣ  
  平成20年度着工
  平成29年開通予定

  増穂ＩＣ～六郷ＩＣ  
  平成19年12月着工
  平成28年開通予定 

  八王子ＪＣＴ～海老名ＩＣ  
  平成24年開通予定 

  富沢ＩＣ～吉原ＪＣＴ  
   平成29年開通予定

身延

南部

白根

都留ＩＣ

一般区間
１６．６ｋｍ
未着工

先行区間
１８．４ｋｍ

山梨県

勝沼ＩＣ

一宮御坂ＩＣ

上野原
ＩＣ

大月ＪＣＴ

神

奈
川
県

中央自動車道

一般区間
７．８ｋｍ
未着工

山梨リニア実験線

延伸工事に係る総工費 約３,５００億円実験線 未着工区間建設に着手(H20年5月):平成25年(2013年)完成予定

リニア中央新幹線の路線図

（出典：週刊東洋経済）
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Ⅲ　中期経営計画Ⅲ　中期経営計画‘‘EvolutionEvolution20102010’’

Ⅲ 中期経営計画‘Evolution2010’
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２．産業振興と地域活性化を
　　　　　　　　　　　　　　牽引する銀行

３．高い健全性と収益性を
　　　　　　　　　　　　兼ね備えた銀行

４．高い経営力で
　　　　　　　進化･発展し続ける銀行

１．お客さまの視点で考え
　　　　　　お客さまに支持される銀行

チャネルの
拡充

人　材　育　成

ＣＳ基盤の
構築

市場運用力の
強化

お客さまロイヤルティ（お客さまの永続的な信頼）の
向上と高収益体質の銀行構築

法人ソリューション
戦略

個人ソリューション
戦略

地域ソリューション
戦略

内部管理態勢の強化

お客さまの視点で
価値を提供する

基本戦略を全行的
観点で支える

　　　　　　　　　お客さまから支持され進化・発展し続ける金融サービス業あるべき姿

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

顧
客
保
護

３つの基本戦略

定
性
目
標

中期経営計画戦略体系と定量目標中期経営計画戦略体系と定量目標

ＯＨＲ＝経費÷コア業務粗利益
ＲＯＡ＝コア業務純益÷総資産（期中平残）
ＲＯＥ＝当期純利益÷純資産（期中平残）

定量目標 18年度実績

177億円

14,433億円

23,033億円

78億円

59.38％

0.70％

5.72％

11.99％

5.16％

19年度実績

173億円

14,680億円

23,390億円

71億円

60.31％

0.68％

3.29％

13.11％

5.39％

コア業務純益

貸出金残高
（期中平残）

預金残高
（期中平残）

役務収益

ＯＨＲ

ＲＯＥ

ＲＯＡ

自己資本比率
（国内基準）

不良債権比率

157億円

15,300億円

24,000億円

69億円

62.9％程度

0.6％程度

4.1％程度

－

－

74億円

15,231億円

23,918億円

33億円

64.69％

0.57％

4.78％

13.51％

5.59％

20年度の金利シナリオに
ついては、政策金利の変動
を織り込んでおりません。

21年度目標

185億円

15,800億円

23,800億円

82億円

50％台

0.7％以上

6.0％以上

10.5％以上

4％台

５つの基盤拡充施策

20年度

年度予想 中間期実績
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　　「機能別渉外体制」導入により、お客さまとの十分かつ有効な面談機会を創出しソリューション営業を強化

　　ソリューション営業により事業性融資・個人ローン増強、資産運用相談の対応強化

新たな機能別渉外体制

上級ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの役割
・資産運用相談･年金相談への対応
・預金の獲得、金融商品の販売･ｱﾌﾀｰﾌｫﾛｰ

本部ＦＡの役割
・専門的かつ高度な金融サービスの提供
・上級ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの支援

お客さまとの十分かつ
　　　　　有効な面談機会を創出
　

連 携

渉外担当

上級ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

本部ＦＡ

・渉外人員
　約240名→ 287名（うち渉外担当206名、上級ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ81名）
　女性の上級ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 当初20人→ 37人へ増員

渉外担当の役割
・事業先の新規開拓・融資推進・取引
　メイン化推進、個人ローンの推進

ソリューション戦略実現に向けた渉外体制の定着化ソリューション戦略実現に向けた渉外体制の定着化

事 業 先 個人のお客さま

ＤＭｾﾝﾀｰ

渉 外 担 当

　

特
定
業
種
・

大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

上級ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

本部ＦＡ
富
裕
層
・
準
富
裕
層

業種別推進体制の強化
製造業、医療介護、農業、
観光分野への本部専担者の配置

マ ス 層

渉外力強化プログラム
渉外担当者の能力向上とノウハウの
共有を目的に20年度上期に試行

本部による
サポート
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店頭営業強化プロジェクトの展開店頭営業強化プロジェクトの展開

● トスアップ体制の改善

● 後方との連携強化

● 各種セールスツールの整備

● 窓口支援システムの活用
　

● ロビースタッフの常設（２０店舗）
　

● ＥＱシステムの新たな運用方法の定着化
　

● ロビースタッフの常設（２０店舗）
　

● ＥＱシステムの新たな運用方法の定着化
　

● 情報配信システムの全店配備
　

● 広告物の改善
　

● ロビー体制の改善
　 　　　　

●営業店ＣＳ委員会の活性化
　

●接客方法の統一化

●店舗美化

ＣＳへの取組みの徹底

広告手法の改善店頭セールスの強化

ロビー運営の改善

　　ＣＳ基盤の構築戦略を具体的に展開

　　窓口営業に特化できるよう店内ﾚｲｱｳﾄを整備し､セールス力を強化

　　全店共通施策と店質に応じた各営業店独自施策の一体的推進　　

お客さまロイヤルティ
の向上



－ 25－

1,019

1,117
1,040

805
850
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1,227

1,360
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19

42
36

32
37

31

55

0

200

400

600

800
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0
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残高 手数料収入

（左軸；残高 億円） （右軸；手数料 百万円）

1,023
884 824

347

583

916
712

932

1,683

332356

640

219

768

522

505

277

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

17上 17下 18上 18下 19上 19下 20上 20下 21年度

0

200

400

600

800

残高 手数料収入

（左軸；残高 億円） （右軸；手数料 百万円）

21

35

30

46 46 45

515150

194

147
164

179 185

132

83

141

0

10

20

30

40

50

60

17上 17下 18上 18下 19上 19下 20上 20下 21下

0

100

200

300

400

販売額 手数料収入

（左軸；販売額　億円） （右軸；手数料　百万円）

投資信託の残高・手数料推移 生保（個人年金保険等）の販売額・手数料推移

　　「本部FA」、「上級コンサルタント」による資産運用相談などへの対応強化
　　「金融商品販売支援ｼｽﾃﾑ」の構築（20年9月）により管理体制を強化し推進力をアップ

個人ソリューション戦略　個人ソリューション戦略　①資産運用・資産形成ニーズへの対応①資産運用・資産形成ニーズへの対応

　　資産運用・形成ニーズへの対応

・年金･退職金の推進強化「退職金専用定期預金」 　　　20年2月～ 9月 9月末 残高 132億円
・環境定期預金「ぬくもり」の販売　 　　　20年2月～ 5月 　獲得残高 205億円
・同定期預金第2弾｢ぬくもり～森を守ろう～｣ 20年9月8日～10月31日 10月末 残高 96億円

･がん保険､医療保険の全店取扱開始　　　　(20年5月～)
（がん保険２商品､医療保険1商品）
･個人年金保険｢ﾌｺｸしんらい定額年金｣を追加(20年7月～)
･医療保険(女性専用)｢ﾌｪﾐﾆｰﾇneo」を追加　 (20年8月～)
･一時払終身保険「ﾛﾝｸﾞﾄﾞﾘｰﾑ(円建)｣を追加(20年10月～)
･｢個人年金保険:ﾌﾟﾚﾐｱｽﾃｯﾌﾟ｣を追加 (20年10月～)
･｢同:年金果実/医療保険:きらめき新医療保険｣を追加

(20年11月～)

･投資信託等商品ﾗｲﾝｱｯﾌﾟの充実(商品見直し･入替え）
｢杏の実､ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞｿﾌﾞﾘﾝｵｰﾌﾟﾝ｣を追加

(20年10月～)
･投資信託定時定額（投信積立）8商品追加

(20年8月～)
･｢金融商品販売支援ｼｽﾃﾑ｣の構築により
管理体制を強化し推進力をアップ (20年9月～)
･経済動向ｾﾐﾅｰの実施(30会場) (20年10月～11月)

目標
目標目標

個人向け国債の残高・手数料推移

　山梨県内の預り資産ﾏｰｹｯﾄ規模

山梨県内の他金融機関預金等残高

平成19年度末 約２兆４,０００億円

山梨県内の郵便貯金残高（平成18年度末）

　　　　 約１兆３,０００億円

山梨県内の団塊世代マーケットの
退職金総額(農林中金総合研究所 試算)

　　　 推定　２,３００億円

計画
計画

計画
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個人ソリューション戦略　個人ソリューション戦略　②ライフイベント別資金ニーズへの対応②ライフイベント別資金ニーズへの対応

　　個人ローン残高目標～ ４，３５５億円（平成２２年３月末）

　　ローンスクエアの拡充によるお客さまとの接点の強化により資金ニーズを発掘

個人ローン残高推移 個人ローンの推進状況

平成19年7月　ローンスクエア富士吉田 開設
平成20年5月　ローンスクエア甲府東 開設
　　　　　　　　　　　　 県内　３ヵ所 （甲府、甲府東、富士吉田）
　　　　　　　　　　　　　県外　２ヵ所 （八王子、立川）

個人ローン営業拠点の拡充と営業時間の拡大

○住宅ローン
＜商品性の改善＞
・Ｈ17.10　「ガン保障特約付住宅ローン」取扱開始
・Ｈ18.10　「『３大疾病＋５つの重度慢性疾患』保障付住宅ローン」
　　　　　　取扱開始
・Ｈ20. 2　 地銀７行の連携による住宅ローンに関する共同研究開始
・Ｈ20. 5　 地銀５６行による「地銀住宅ローン共同研究会」設立
・Ｈ20. 8　 地銀住宅ローン共同研究会の共同企画による住宅ローン
　　 　 利用者向けサービス「ハッピーエブリデー」取扱開始
・Ｈ20. 8　 共同企画第３弾「グリーン電力証書」の共同購入を決定

＜金利優遇による推進強化＞
・Ｈ17. 4　「金利優遇プラン」実施
・Ｈ17. 6　「環境配慮型住宅」に対する金利優遇開始
・Ｈ19.10　「耐震住宅」に対する金利優遇開始

○幅広い顧客層の資金ニーズに対応する新商品の開発
・Ｈ19.11　「山梨中銀フリーローン『waku waku』」の取扱開始
・Ｈ20. 7　 無担保個人ローン改定（リトライ型保証の導入）
・Ｈ20. 8　 ｢山梨中銀フリーローン『waku waku』｣の一部改定

「住宅ローンなんでも相談会」 平成19年度約３０回開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本年度も引き続き実施
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住宅ローン その他

目標

4,355

4,007
3,980

○女性をサポートするリプレプロジェクト

・Ｈ20. 2　「山梨中銀女性専用『リプレ住宅ローン』」の取扱開始
・Ｈ20. 5　「山梨中銀女性専用リプレ住宅ローン」への付帯サービスの導入
　　 　～「地銀住宅ローン共同研究会」企画第１弾～
・以降､｢ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ･生命保険商品｣の導入､｢女性向けｾﾐﾅｰ｣の実施　　　　　

3,914

当行の女性メンバーが中心となり、
女性をサポートする各種商品・サービスを

企画するプロジェクト

3,564
3,608

3,950

計画

4,038
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法人ソリューション戦略法人ソリューション戦略 ①推進体制①推進体制

　　　事業性貸出金残高目標　～　９,６５０億円（平成２２年３月末）
　　　 当行グループ一体となった推進体制により各種ソリューションを提供

企業規模別残高推移

8,9369,134
9,650

目標

8,946
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ビッグアシスト リテールパートナーＭＡＸ１００ ビジネスサポートローン（オリックス保証）

Ｙクイック（東京地区限定商品） おまかせ君（東京地区限定商品）

主な事業性無担保ローン残高推移

28,374

14,048

26,552

事業先に対する推進体制

大企業 「個社別攻略カルテ」の活用

業種別推進体制の更なる強化
医療介護・農業・観光分野への本部専担者の増員
製造業分野への取組強化･･･ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ・推進態勢の再構築

零細企業

中堅企業

中小企業

各種機能サービスの提供による取引メイン化の推進
外為取引･･･「三菱東京ﾘｻｰﾁ＆ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ」と提携

４０１Ｋ･･･「㈱企業年金ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ」とｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ契約締結
　　　　　　401K業務･･･33社、約4,000人と契約（20年9月末現在）　
　　　　　　今年度に入って新たに７社と契約
Ｅ　　Ｂ･･･「山梨中銀Bizﾀﾞｲﾚｸﾄ」の推進

スピード審査　無担保　第三者保証人不要

お客さまのﾆｰｽﾞや経営ﾋﾞｼﾞｮﾝに
対してｵｰﾀﾞｰﾒｰﾄﾞのｿﾘｭｰｼｮﾝを提供

商工会・商工会議所との連携
(｢ｽｲﾌﾄ500｣など会員向けの融資商品を新設）

9,188

計画

8,645

21,956

8,621

23,716

セーフティネット保証の積極的活用

事業性無担保ローンの活用

半期実績
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法人ソリューション戦略法人ソリューション戦略 ②②中小企業への取り組み事例中小企業への取り組み事例

　　　経済産業省（関東経済産業局）の委託事業である「地域力連携拠点事業」への取り組み

　　　地域の力を総動員して中小企業等の課題解決を図る　　　

経営診断等に
よる状況把握
【自社の弱み
を知る】

<<<経営戦略の立案>>>
・経営力向上
・経営革新
・地域資源活用ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
・農商工連携
・創業、新事業
・事業継承

地域力連携拠点事業

認定サポート

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ

新たな販路開拓

事業転換・再生

ｿﾘｭｰｼｮﾝ提供

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

中小企業

･課題が見えない
･何か新しいこと
をしたい
･事業継続が不安

応援コーディネーター５名（営業統括部公務・法人推進室）

現場の営業店長、渉外・融資行員

地域力連携拠点

・やまなし産業支援機構
・甲府商工会議所
・富士吉田商工会議所
・山梨県商工会連合会
・山梨県中小企業団体中央会
・山梨大学
・山梨県工業技術センター

・中小企業基盤整備機構
・発明協会
・福祉医療機構
・日本政策金融公庫
・商工組合中央金庫
・日本政策投資銀行

・山梨中銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

・国や山梨県等の支援策

・専門人材等

・公的支援制度申請
・事業継承、Ｍ＆Ａ
・大学紹介
・株式公開
・ISO取得支援
・IT化支援、等々

ｿﾘｭｰｼｮﾝ提供ｿﾘｭｰｼｮﾝ提供

実績実績 ６７件６７件
（（H20.11.30H20.11.30現在）現在）

コーディネーター訪問
セミナー等の開催

山梨中央銀行山梨中央銀行

他機関との連携
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地域ソリューション戦略　地域ソリューション戦略　①地域経済活性化への取り組み①地域経済活性化への取り組み

地域ソリューション戦略 地域の抱える諸問題の解決や地域産業の振興に、
金融機関の立場から積極的に参画し、地域経済
の活性化に貢献する。地域経済活性化への取り組み

法人ソリューション戦略

地域密着型金融推進への取り組み
地域密着型金融推進への取り組み

連携

●｢風林火山ﾋﾞｼﾞﾈｽﾈｯﾄ｣への参画

●｢山梨甲斐もの市場｣への参画

★｢東京ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｻﾐｯﾄ｣への合同出展

★｢３行合同ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ商談会｣の開催

　 産学官の連携強化、地域産業の育成強化

●｢山梨中銀農業ｻﾎﾟｰﾄﾛｰﾝ｣の新設

★｢やまなし食のﾏｯﾁﾝｸﾞﾌｪｱ｣の開催

●ﾌｰｽﾞｲﾝﾌｫﾏｰﾄ｢山梨食材市場｣の開設

●｢地方銀行フードセレクション」の開催

●｢やまなし食のﾋﾞｼﾞﾈｽ情報連絡会｣の開催 ■年３回開催

　　農業分野への取り組み

●医療・介護分野に関する推進会議の開催

●医療・介護事業者向けセミナーの開催

●｢医療関連ものづくり交流会｣への参画

　　医療・介護(福祉含む）分野への取り組み

●観光資源の活用、開発ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ

●都内店舗への県内観光情報の発信ﾂｰﾙの設置

　　観光分野への取り組み

★商談会等による総ﾏｯﾁﾝｸﾞ（商談成約）件数　５５４件

●山梨大学との包括的業務連携
・「山梨大学客員社会連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ」の育成
・「山梨大学発“ﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽ”直行便！」の発刊

●｢やまなし産学連携推進連絡会（ﾘｴｿﾞﾝ－Y）｣の設立

●｢富士北麓・東部地域産業ｸﾗｽﾀｰ｣への参画

●｢やまなし大使」の委嘱（香港駐在員事務所長）

●経済産業省委託事業「地域力連携拠点事業」の
　実施機関に認定（H20年5月）
●｢まちづくり｣への参画
　甲府市中心市街地活性化に向け合名会社設立（H20年6月）　

●｢山梨中銀経営支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄｻｰﾋﾞｽ｣の取扱い
　■対応件数 １２５件（うち地域力連携拠点事業案件 ４５件）
●｢ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄｶﾞｲﾄﾞ｣の発刊

※ 実績数値はいずれも平成２０年９月末現在
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地域ソリューション戦略　地域ソリューション戦略　②地域経済活性化への取り組み事例②地域経済活性化への取り組み事例

　 実効性のある「産学官金」の連携 　 ビジネスマッチング

国立大学法人 山梨大学との
「包括的業務連携に関する協定書」締結（05.7）

「山梨大学発“ﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽ”直行便！」の発刊（06.6～）

　　技術の専門家でなくとも理解できるように、
　　　　　　　　　研究の中身を徹底的にかみ砕いて紹介している

「山梨大学客員社会連携ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ」を委嘱

大学と民間の橋渡し役として、　　　　
　　　　　　　　　 現在29名が現場で活躍

大学の研究技術を民間に紹介　　　　　
　　　　　　　現在２５号発刊

「やまなし食のマッチングフェア」の開催
　　　　　　　　　（06.5.23）（07.6.5）（08.7.9）

綿密な商談スケ
ジュールの作成

外部のﾊﾞｲﾔｰから
展示方法等を学ぶ

商談件数1,134件
　

うち成約件数128件
（08.7.9）

「地方銀行ﾌｰﾄﾞｾﾚｸｼｮﾝ2008」の開催
　　～地方銀行14行にて主催～（08.11.11）

「東京ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾐｯﾄ」への合同出展
（06.11.13～14）（07.10.22～23）（08.10.21～22）
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　 ２１世紀における新たな収益基盤と位置付け、

山梨県内を上回る収益性と効率性を実現する。

西東京ブロック戦略西東京ブロック戦略 ①戦略の概要①戦略の概要

貸出金の量的拡大、取引採算向上、経営の合理化・効率化

平成１８年３月 町田支店開設
平成１９年６月 府中支店開設

平成２０年６月　羽村支店開設

西東京ブロック
　　　人 口 ：　 約４０８万人
　　　世 帯 数 ：約１７９万世帯　
　　　事業所数 ：約１２万７千所

ビジョン 経営課題 １　店舗経営体質の向上経営課題 １　店舗経営体質の向上

経営課題 ２　貸出推進に傾注できる

　　　　　　　　　　　効率的な営業推進態勢の構築

経営課題 ２　貸出推進に傾注できる

　　　　　　　　　　　効率的な営業推進態勢の構築

経営課題 ３　

　　　経営資源の傾斜配分

経営課題 ３　

　　　経営資源の傾斜配分

峡東
ブロック

峡北
ブロック

富士北麓
ブロック

峡西南
ブロック

東京
ブロック

西東京
ブロック

中巨摩
ブロック 甲府第２

ブロック

甲府第１
ブロック

東部
ブロック

本店
ブロック

「山梨ちゅうぎん経営者クラブ」の西東京地区への拡大（平成２０年４月）
・ｾﾐﾅｰ･交流会の開催、異業種交流の活性化、東京地区ならではのｻｰﾋﾞｽ提供
・ＣＳをﾃｰﾏとした東京ﾃﾞｨｽﾞﾆｰﾗﾝﾄﾞ視察ｲﾍﾞﾝﾄを実施予定（平成２１年２月）

西東京地区の会員数３２６先（Ｈ20年10月末現在）

「法人開拓特別チーム」の設置（ブロック内１２カ店・４２名）

ブロック内での徹底したＯＪＴ・研修による即戦力となる人材の育成

東京信用保証協会との連携強化

商工会議所･商工会･法人会と提携した融資商品の推進

ローンスクエアと営業店との協同推進態勢の強化
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西八王子

立川

西国分寺

武蔵小金井

吉祥寺 荻窪

国領

府中

調布
八王子

めじろ台

高尾

新宿
神田

●東京支店

明治１０年６月第十国立銀行東京出張所

として営業開始

大正５年７月 現在地へ移転

日野

＜町田支店＞

平成１８年３月

営業開始

町田

平山城址公園

八王子みなみ野

西東京ブロック戦略西東京ブロック戦略 ②店舗展開②店舗展開

中河原

●吉祥寺支店

昭和５１年６月 営業開始

昭和５３年６月 現在地へ移転

●調布支店

昭和４８年６月営業開始

●新宿支店

昭和４０年３月 営業開始
平成１０年６月 現在地へ移転

●荻窪支店

昭和５０年１０月営業開始＜府中支店＞

平成１９年６月

営業開始
●日野支店

昭和５２年４月営業開始

●みなみ野シティ支店

平成９年３月 営業開始

平成１５年１１月 現在地へ移転

●めじろ台支店

昭和４５年１０月営業開始

●八王子支店

昭和４３年３月 営業開始

平成１３年９月 同店２階にローンスクエア

八王子を設置

●国分寺支店

昭和４７年１２月 営業開始

●小金井支店

昭和５２年１１月 営業開始●立川支店

昭和４９年１０月 営業開始

平成１６年８月 現在地へ移転

同店２階にローンスクエア

　　　　　　　　　立川を設置

羽村

＜羽村支店＞

平成２０年６月１０日

営業開始

東京地区店舗 ：１５カ店 、うち西東京地区店舗 ： １３カ店
多くの営業店は、営業開始から３０年～４０年の歴史を有しており、

地元の金融機関としてご愛顧いただいております。

東京地区店舗 ：１５カ店 、うち西東京地区店舗 ： １３カ店
多くの営業店は、営業開始から３０年～４０年の歴史を有しており、

地元の金融機関としてご愛顧いただいております。

店勢圏の市場規模
人 口 ：約３９万人
世 帯 数 ：約１６万世帯　
事業所数 ：約１万５千所
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西東京ブロック戦略西東京ブロック戦略 ③収益性③収益性

地域別融資ＲＡＲＯＡ
（対前年同月比）

地域別ボリューム構成比
（月中平残）

地域別貸出金
平均レート

対象：債務者区分 正常・要注意先（要管理先を含む）

　　　　財務省向け貸出金・貸付債権を除く

経費：貸出金に係る一般経費のほか住宅ローン団信

　　　　保険料・消費者ローン保証料を含む

＜融資ＲＡＲＯＡ＞

貸出金に関する採算性を評価する指標

算式：信用コスト控除後利益／貸出金

全体の融資ＲＡＲＯＡ
０．４０９％ （前年同月比△０．０５５Ｐ）

西東京地区の融資ＲＡＲＯＡ
０．７９５％ （前年同月比△０．２８０Ｐ）

地域別融資ＲＡＲＯＡ（２０年９月単月実績）

東京・新宿地区

峡北地区

本店甲府地区

峡西南地区

峡東地区

西東京地区

郡内地区

0.649％
（△0.167Ｐ） 4％

2.736％

0.412％
（＋0.046Ｐ）

36％

2.327％

2.744％

0.605％
（△0.155Ｐ）

6％

0.447％
（△0.191Ｐ）

0.605％
（△0.085Ｐ）

0.795％
（△0.280Ｐ）

0.047％

25％
1.283％

2.384％

2.652％

2.770％

7％

9％

13％

（＋0.139Ｐ）
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793
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900

541
575

617

725

886

957

1,039

975
1,032

1,330

1,237

1,344

1,392

1,153

1,058

0

200

400
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800

1,000

1,200

1,400

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20上 20下 21年度

（億円）

個人ローン（平残）

事業性貸出（平残）

平成１６年８月 立川支店に

「山梨中銀ﾛｰﾝｽｸｴｱ立川」ｵｰﾌﾟﾝ
「法人開拓特別ﾁｰﾑ」設置

平成１８年３月
町田支店開設

平成１５年９月

八王子支店に
「法人開拓特別ﾁｰﾑ」設置

西東京ブロック戦略西東京ブロック戦略 ④貸出金推移④貸出金推移

平成１３年７月
「西東京推進部」
設置

平成１３年９月
「山梨中銀ﾛｰﾝｽｸｴｱ八王子」
ｵｰﾌﾟﾝ

平成１６年１１月
村山支店を立川支店に
統合

事業性貸出金構成比（20/9末）

68% 16%11% 5%

0% 25% 50% 75% 100%

構成比

大企業 中堅企業 中小企業 個人事業主

平成２０年６月
羽村支店開設

事業性貸出先数
各年度９月末実績

下期計画 目標

平成１９年６月
府中支店開設

上期実績
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山梨県内地域別 貸出金・預金シェア

郡内地域戦略　郡内地域戦略　①戦略の概要①戦略の概要

　　山梨県内の貸出金・預金シェアを増加させるために、相対的にシェアが低い郡内地域の推進を強化

　　個人・法人・地域ソリューション戦略の実践と経営資源の投下により郡内地域への浸透度をより高める

峡東
ブロック

峡北
ブロック

富士北麓
ブロック峡西南

ブロック

中巨摩
ブロック 甲府第２

ブロック

甲府第１
ブロック

東部
ブロック

本店
ブロック

郡内地域戦略の具現化へ

●機能別渉外体制の徹底・強化　　　●お客さま紹介運動の実施

●住宅ローンの肩代わり推進強化
　業者提携住宅ローンの拡大
　「ローンスクエア」の拡充検討

個人ｿﾘｭｰｼｮﾝ

●特定業種への推進強化
　旅館・ホテル業
　製造業

法人ｿﾘｭｰｼｮﾝ

本部サポート

●産学官連携強化を通じた地域経済活性化への貢献

地域ｿﾘｭｰｼｮﾝ

●既存店舗のリニューアル　　　●マンパワーの投入

貸出金 17/3期 18/3期 19/3期 19/9期 20/3期

国中地域 42.68% 42.79% 42.79% 42.30% 44.15%

郡内地域 29.86% 30.00% 29.81% 30.13% 29.82%

預　金 17/3期 18/3期 19/3期 19/9期 20/3期

国中地域 46.88% 47.20% 47.57% 48.01% 48.69%

郡内地域 38.68% 39.11% 39.15% 39.52% 39.57%
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事業性貸出（平残）

郡内地域戦略　郡内地域戦略　②貸出金推移②貸出金推移

個人ローン（平残）

２月
田町支店を上野原支店に統合
８月
桂支店を都留支店へ統合

８月
新屋支店を吉田支店に統合
１１月
富士支店を吉田支店へ統合

７月
ローンスクエア富士吉田を設置

億円

上期実績 下期計画

5,203

4,3354,5664,7104,8064,943

30.4% 28.8% 29.8% 30.0% 29.8% 29.8%
35.0%

2,500

3,500

4,500

5,500

15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3

　　　郡内地区の貸出金残高（ﾏｰｹｯﾄ全体）・当行シェア推移

郡内地区貸出金ﾏｰｹｯﾄ規模

当行貸出金ｼｪｱ

ﾏｰｹｯﾄ縮小でﾎﾞﾘｭｰﾑは減少するも貸出金ｼｪｱはｷｰﾌﾟﾏｰｹｯﾄ縮小でﾎﾞﾘｭｰﾑは減少するも貸出金ｼｪｱはｷｰﾌﾟ

23/3
目標
ｼｪｱ

（億円）
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連携・共同化戦略連携・共同化戦略 ～～ 地方銀行の広域連携地方銀行の広域連携

山梨中央銀行山梨中央銀行

ｵｰﾌﾟﾝ系ｼｽﾃﾑ
｢BankVision」の採用

平成23年1月稼動予定
共同化ｼｽﾃﾑの採用を決定
現在､地銀7行が採用予定
(鹿児島銀･十八銀･百五銀など)

地域金融リサーチ
･コンサル研究会

平成20年11月19日発足
地銀各行のｼﾝｸﾀﾝｸ機能に係る
ﾉｳﾊｳの高度化､総合ｻｰﾋﾞｽ
･提案力の向上､相互連携
(京都銀･常陽銀･横浜銀など21行)

地銀住宅ローン
共同研究会

平成20年5月1日発足
住宅ﾛｰﾝ商品の共同開発
･ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝの実施､業務の
効率化･高度化に繋がる研究
(群馬銀･静岡銀･千葉銀･横浜銀など56行)

地銀リース業務研究会

平成20年2月13日発足
ﾘｰｽ業務に係るﾉｳﾊｳの

共有･高度化､人材の育成強化
(群馬銀･常陽銀･千葉銀･横浜銀など26行)

関東地銀業務研究会

平成11年5月発足
重複ｺｽﾄ削減･競争力強化の為
地銀4行で共同研究･開発･購入

(群馬銀･常陽銀･八十二銀)

地域金融ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ研究会

平成20年9月17日参加
より高度な地域金融独自の

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ手法の調査･研究､人材育成
(京都銀･群馬銀･七十七銀･横浜銀など14行)

　地方銀行ﾌｰﾄﾞｾﾚｸｼｮﾝ2008

平成20年11月11日開催
地銀のﾈｯﾄﾜｰｸを活かした県境を

超えた広域な販路拡大･事業拡大支援
（群馬銀･常陽銀･八十二銀･横浜銀など14行）

　　融資支援ｼｽﾃﾑ｢KeyMan｣
共同化推進委員会

平成20年7月16日発足
融資支援ｼｽﾃﾑ共同化に向け
地銀3行にて委員会を設置

(鹿児島銀･十八銀)

ｺｽﾄ削減ｺｽﾄ削減

ｽﾋﾟｰﾄﾞｽﾋﾟｰﾄﾞ

競争力競争力

ﾉｳﾊｳ共有ﾉｳﾊｳ共有
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「Bank Vision」

次期システム移行への対応次期システム移行への対応

　　日本ユニシス社が提供する「Bank Vision」を採用
　　「Bank Vision」の本番稼動予定時期⇒平成２３年１月
　　「Bank Vision」の導入により、お客さまの利便性向上・当行の経営ビジョンの実現を目指す

「Bank Vision」の優位性

「Bank Vision」の導入により当行が目指すもの

20年6月

「次期ｼｽﾃﾑ移行ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ」による推進体制強化
　・次期システムへの移行を円滑かつ確実に遂行する
　　本部横断的なﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
　・「次期ｼｽﾃﾑ移行ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ」を核とした強固な
　　体制を構築（次期ｼｽﾃﾑ移行ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑは35名）
20年8月

　経営企画部に「次期ｼｽﾃﾑ移行統括課」を新設
　・次期システム移行推進に係る統括・管理を担う

日本ユニシス社が提供する百五銀行（平成１９年５月に稼動）を
モデル行とした勘定系システムパッケージ

今後当行のほか、十八銀行、佐賀銀行、筑邦銀行、紀陽銀行、
鹿児島銀行においても稼動を予定

経営方針の実現
「お客さまから支持され進化・発展し続ける金融サービス業」の実現

Bank Visionの導入 商品・サービス開発のスピードアップ

「高い品質のサービスをタイムリーに提供する」ことを実現

・窓口営業時間の拡大

・ATM取引時間の拡大（２４時間稼動の実現）

・全店名寄せ機能の拡充

・システムバックアップ体制の強化

Bank Visionにより実現可能となる具体的施策の展開例

・先進的かつ拡張性が高いオープン系システム
　汎用系システムよりも拡張性、互換性が高い

・オープン系システムは今後も飛躍的な技術進歩が期待できる

・当行の施策・戦略の独自性継承に柔軟に対応可能

・共同化によるシステムコストの削減が可能

次期システムへの移行推進体制
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「共同利用型ＫｅｙＭａｎ」

共同研究による融資支援システムの開発共同研究による融資支援システムの開発

　　他行との共同研究によるシステム開発（「共同利用型KeyMan」の開発）
　　融資支援システムの再構築により、収益獲得機会の拡大を図る

　　
導入により当行が目指すもの

鹿児島銀行が導入している融資支援・営業支援システム等をベースに、当行と鹿児
島銀行、十八銀行の３行が、共同研究によりノウハウを結集し、開発する拡張性の
高いシステム。

共同開発態勢

十八銀行十八銀行鹿児島銀行鹿児島銀行当　行当　行

共同利用型KeyMan

融資業務の合理化

情報一元管理と活用

プロセス管理の充実

人材育成への展開

導
入
に
よ
る
期
待
効
果

収益獲得機会の拡大

あるべき姿の実現
お客さまから支持され進化

・発展し続ける金融サービス業

各種ソリューションの実現

強い現場力の定着

３行の知見の共有、
システム開発の迅速化とコスト軽減

BankVision（共通のｼｽﾃﾑｲﾝﾌﾗ）
～調印式を終えて握手を
　　　　　　　交わす三行の頭取～
右から山梨中央銀行・澤頭取
　　　鹿児島銀行・永田頭取
　　　十八銀行・宮脇頭取



本日は、弊行の会社説明会にご参加いただきまして、まことにありがとうございました。

本日の説明内容についてのご照会等は、下記までお願いいたします。

【お問い合わせ窓口】

株式会社　山梨中央銀行

経営企画部　広報室

電話　０５５（２３３）２１１１

E‐mail　kouho@yamanashibank.co.jp

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ　http://www.yamanashibank.co.jp/

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、

リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。

お問い合わせ先


